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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第97期

第２四半期連結
累計期間

第97期
第２四半期連結
会計期間

第96期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 30,526 18,493 45,184

経常利益 (百万円) 3,341 2,366 2,248

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,741 1,335 1,346

純資産額 (百万円) ― 25,649 25,616

総資産額 (百万円) ― 60,431 61,236

１株当たり純資産額 (円) ― 372.16 371.58

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 25.27 19.38 19.53

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 42.4 41.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,122 ― △12,102

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △662 ― △2,483

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,351 ― 7,149

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 5,304 3,833

従業員数 (名) ― 1,010 946

(注) １　売上高には、消費税及び地方消費税(以下、「消費税等」という)は含まれていない。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしていない。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はない。

　また、主要な関係会社についても異動はない。

なお、当社において、「第５　経理の状況　１四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載のとお

り、平成20年７月15日開催の取締役会において、建材事業の廃止を決議している。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 1,010

(注)  従業員数は、就業人員数（当社グループ〔当社及び連結子会社〕からグループ外への出向者を除き、グループ外

から当社グループへの出向者を含んでいる。）である。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
802
(73)

(注) １　従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでいる。）である。　

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員である。

３　臨時従業員は期間雇用の嘱託社員である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社において、「第５　経理の状況　１四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載のとおり、平

成20年７月15日開催の取締役会において、建材事業の廃止を決議している。

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりである。

　
事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

鉄道車両関連事業 12,037

建材関連事業 657

その他事業 241

合計 12,936

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。
　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりである。

　
事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

鉄道車両関連事業 36,693 118,675

建材関連事業 281 203

その他事業 241 29

合計 37,216 118,908

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりである。

　
事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

鉄道車両関連事業 17,464

建材関連事業 594

不動産賃貸事業 186

その他事業 247

合計 18,493

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去している。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

　

相手先
当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

三菱商事株式会社 9,638 52.1

Dallas Area Rapid Transit
(ダラス高速運輸公社)

2,000 10.8

３　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

(1)経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、原油を始めとする原材料価格の高騰や円高基調が

続いていることに伴う企業収益の悪化により設備投資が減少する中、米国のサブプライムローン問題に

端を発した国際金融市場の混乱などが加わり、景気は停滞感が強まるうちに経過した。

　こうした状況の中で、当第２四半期連結会計期間の当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会

社）における業績は、売上高が184億９千３百万円となり、営業利益は23億５千３百万円となった。また、

経常利益は23億６千６百万円となり、四半期純利益は13億３千５百万円となった。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

①鉄道車両関連事業

国内向車両では、西日本旅客鉄道株式会社向223系通勤型電車や近畿日本鉄道株式会社向9820系

通勤型電車等があり、海外向車両ではドバイ道路交通局向電車やダラス高速運輸公社向低床式軽量

電車等があったため、売上高は174億６千４百万円となり、営業利益は26億６千４百万円となった。

②建材関連事業

主に集合住宅向けスチール製玄関ドアを製造販売しており、売上高は５億９千４百万円となり、

８千５百万円の営業損失となった。なお、平成20年７月15日開催の取締役会において、建材事業の廃

止を決議し、本年９月に生産を終了し、来年３月末をもって建材事業を廃止する予定である。特別損

失に計上した建材事業の整理に伴う損失見込額は、総額２億１千４百万円である。

③不動産賃貸事業

東大阪商業施設及び所沢商業施設を中心に売上高は１億９千７百万円となり、営業利益は１億６

千２百万円となった。

④その他事業

アルミニウム合金の押出形材の製造販売等により売上高は２億５千６百万円となり、１千７百万

円の営業損失となった。

　

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

①日本

鉄道車両関連事業を中心に建材関連事業、不動産賃貸事業及びその他事業があり、売上高は143億

４千３百万円となり、営業利益は23億６千５百万円となった。

②北米

鉄道車両関連事業があり、ダラス高速運輸公社向低床式軽量電車、フェニックス交通局向低床式

軽量電車及びシアトル交通局向低床式軽量電車等を中心に売上高は50億２千６百万円となり、営業

利益は４億３千万円となった。
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(2)財政状態の分析

(資産)

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は604億３千１百万円（前連結会計年度末612億３千６百

万円）と８億４百万円の減少となった。流動資産は主に現金及び預金や売上債権の増加により、454億

８千２百万円（前連結会計年度末448億３千７百万円）と６億４千４百万円の増加となった。固定資

産は主に有形固定資産や為替予約の減少等により、149億４千９百万円（前連結会計年度末163億９千

８百万円）と14億４千９百万円の減少となった。

(負債)

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は347億８千２百万円（前連結会計年度末356億１千９百

万円）と８億３千７百万円の減少となった。流動負債は主に前受金の減少等により、312億２千５百万

円（前連結会計年度末316億８千万円）と４億５千５百万円の減少となった。固定負債は主に繰延税

金負債の減少等により35億５千６百万円（前連結会計年度末39億３千９百万円）と３億８千２百万

円の減少となった。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は256億４千９百万円（前連結会計年度末256億１千６

百万円）と３千２百万円の増加となったが、主に四半期純利益の計上、配当金の支払及び繰延ヘッジ

損益の減少等によるものである。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間

末に比べ13億６千万円の増加となり、残高は53億４百万円（第１四半期連結会計期間末39億４千４百万

円）となった。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が22億５千５百万円となり、主に

たな卸資産が減少したものの、売上債権の増加額が大きかったことから４億９千５百万円の支出となっ

た。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得によって３千５百万円の支出となっ

た。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の増加によって16億４千３百万円の増加と

なった。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

①退職年金制度の改定

当社では退職年金制度を改定し、退職金の一部に確定拠出年金を導入することを計画している。

これにより、退職給付費用、数理計算上の差異及び会計基準変更時差異等の償却負担が従来制度存

続の場合と比べ削減されるが、制度改定に伴う数理計算上の差異及び会計基準変更時差異等の一部

の償却により、当社グループの業績に影響を与える可能性がある。

②事業の見直しによる影響

当社は、「第５　経理の状況　１四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載のとおり、平

成20年７月15日開催の取締役会において、建材事業の廃止を決議している。建材事業の整理に伴う

損失は総額２億１千４百万円の見込みであり、特別損失に事業整理損として計上している。
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(5)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は５千１百万円である。

　

(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社は、「第５　経理の状況　１四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に記載のとおり、平成20

年７月15日開催の取締役会において、建材事業の廃止を決議している。建材事業の整理に伴う損失は総

額２億１千４百万円の見込みであり、特別損失に事業整理損として計上している。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はない。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 69,083,597同左

　東京証券取引所
　市場第１部
　大阪証券取引所
　市場第１部

―

計 69,083,597同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 69,083,597― 5,252 ― 2,624
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社
(近畿日本鉄道株式会社退職給付
信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 24,300 35.17

近畿日本鉄道株式会社 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 9,708 14.05

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 4,492 6.50

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 3,179 4.60

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,596 3.75

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,053 1.52

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４G)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 983 1.42

三菱重工業株式会社 東京都港区港南２丁目16番５番 770 1.11

近畿車輌社員持株会 東大阪市稲田上町２丁目６番41号 490 0.70

ゴールドマンサックスインター
ナショナル
(常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K　
（東京都港区六本木６丁目10番１号）

458 0.66

計 48,030 69.48

(注)　１ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(近畿日本鉄道株式会社退職給付信託口)の所有株式数24,300千株は、

近畿日本鉄道株式会社から同行へ委託された信託財産であり、信託契約上、議決権の行使については近畿日本

鉄道株式会社が指図権を留保している。

 ２ 上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりである。

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)      4,492千株

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)          2,596千株

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口４G)     983千株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 161,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 68,519,00068,519 ―

単元未満株式 普通株式 403,597 ― ―

発行済株式総数 69,083,597― ―

総株主の議決権 ― 68,519 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)含まれ

ている。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式822株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
近畿車輛株式会社

東大阪市稲田上町２丁目
６番41号

161,000― 161,000 0.23

計 ― 161,000― 161,000 0.23

（注）　株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)ある。

　なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の普通株式に含めている。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 336 470 514 494 535 544

最低(円) 282 310 423 404 422 396

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部の相場による。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,304 3,833

受取手形及び売掛金 17,271 16,659

製品 201 270

原材料 901 997

仕掛品 19,109 19,416

その他 2,743 3,690

貸倒引当金 △49 △30

流動資産合計 45,482 44,837

固定資産

有形固定資産 ※１・３
 8,660

※１・３
 9,148

無形固定資産 189 184

投資その他の資産

投資有価証券 5,626 5,862

その他 512 1,241

貸倒引当金 △39 △38

投資その他の資産合計 6,098 7,065

固定資産合計 14,949 16,398

資産合計 60,431 61,236

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,027 10,165

短期借入金 9,200 7,500

未払法人税等 1,485 651

前受金 7,027 9,021

賞与引当金 698 487

役員賞与引当金 60 80

受注損失引当金 783 302

事業整理損失引当金 115 －

その他 1,826 3,471

流動負債合計 31,225 31,680

固定負債

退職給付引当金 1,698 1,705

その他 ※３
 1,858

※３
 2,233

固定負債合計 3,556 3,939

負債合計 34,782 35,619
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,252 5,252

資本剰余金 3,124 3,124

利益剰余金 15,832 14,435

自己株式 △53 △45

株主資本合計 24,156 22,767

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,103 1,201

繰延ヘッジ損益 726 1,730

為替換算調整勘定 △336 △82

評価・換算差額等合計 1,493 2,849

純資産合計 25,649 25,616

負債純資産合計 60,431 61,236
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 30,526

売上原価 25,392

売上総利益 5,133

販売費及び一般管理費 ※１
 1,875

営業利益 3,258

営業外収益

受取利息 53

受取配当金 36

為替差益 71

雑収入 23

営業外収益合計 184

営業外費用

支払利息 35

持分法による投資損失 49

雑支出 17

営業外費用合計 101

経常利益 3,341

特別利益

固定資産売却益 87

投資有価証券売却益 15

特別利益合計 103

特別損失

事業整理損 ※２
 214

たな卸資産評価損 158

特別損失合計 373

税金等調整前四半期純利益 3,071

法人税、住民税及び事業税 1,700

法人税等調整額 △370

法人税等合計 1,329

四半期純利益 1,741
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 18,493

売上原価 15,113

売上総利益 3,379

販売費及び一般管理費 ※１
 1,026

営業利益 2,353

営業外収益

受取利息 18

受取配当金 0

為替差益 48

雑収入 10

営業外収益合計 78

営業外費用

支払利息 20

持分法による投資損失 30

雑支出 14

営業外費用合計 65

経常利益 2,366

特別利益

固定資産売却益 87

投資有価証券売却益 15

特別利益合計 103

特別損失

事業整理損 ※２
 214

特別損失合計 214

税金等調整前四半期純利益 2,255

法人税、住民税及び事業税 1,059

法人税等調整額 △139

法人税等合計 919

四半期純利益 1,335
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,071

減価償却費 607

賞与引当金の増減額（△は減少） 207

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20

貸倒引当金の増減額（△は減少） 21

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7

受注損失引当金の増減額（△は減少） 497

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） 115

受取利息及び受取配当金 △90

支払利息 35

持分法による投資損益（△は益） 49

投資有価証券売却損益（△は益） △15

有形固定資産除却損 1

有形固定資産売却損益（△は益） △79

売上債権の増減額（△は増加） △2,769

たな卸資産の増減額（△は増加） 299

仕入債務の増減額（△は減少） △91

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） △860

未収消費税等の増減額（△は増加） 548

未払消費税等の増減額（△は減少） 227

その他 164

小計 1,911

利息及び配当金の受取額 90

利息の支払額 △35

法人税等の支払額 △843

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,122

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △809

有形固定資産の売却による収入 209

無形固定資産の取得による支出 △91

投資有価証券の売却による収入 30

投資活動によるキャッシュ・フロー △662

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,700

自己株式の取得による支出 △8

配当金の支払額 △340

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,351

現金及び現金同等物に係る換算差額 △340

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,470

現金及び現金同等物の期首残高 3,833

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,304
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
　 当第２四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

会計方針の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

たな卸資産については、従来、主として個別法に

よる原価法によっていたが、第１四半期連結会計

期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会

計基準第９号)が適用されたことに伴い、主として

個別法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により

算定している。

この変更により、当第２四半期連結累計期間の

売上総利益、営業利益及び経常利益がそれぞれ６

百万円、税金等調整前四半期純利益が164百万円減

少している。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載している。

(2)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

    に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月

17日）を適用している。

  なお、これによる損益に与える影響はない。

　

【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前

連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率

等を使用して貸倒見積高を算定している。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

減価償却の方法として定率法を採用している固定

資産の減価償却費については、連結会計年度に係る

減価償却費の額を期間按分する方法により算定して

いる。

３　繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前

連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等

の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によってい

る。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項なし。

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　有形固定資産の耐用年数の変更

法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関

する省令の一部を改正する省令　平成20年４月30日　

省令第32号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半

期連結会計期間から、機械装置について耐用年数の

変更を行っている。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第

２四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益が37百万円それ

ぞれ減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載している。

２　建材事業の廃止

当社は、建材事業において主に集合住宅向けス

チール製玄関ドアを製造販売しているが、平成20年

７月15日開催の取締役会において、建材事業の廃止

を決議し、本年９月に生産を終了し、来年３月末を

もって建材事業を廃止する予定である。

　これに伴い、当該製品の製造をコスモ工業株式会社

に移管し、製造設備の一部を同社に譲渡している。

　上記建材事業の整理に伴う損失は総額214百万円の

見込みであり、特別損失に事業整理損として計上し

ている。

　なお、建材事業の整理に伴い発生する損失の見積額

を、事業整理損失引当金として計上している。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　14,335百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　　14,633百万円

　２　偶発債務

　　　　連結会社以外の会社の銀行借入に対する

債務保証

コスモ近畿㈱ 200百万円

　２　偶発債務

　　　　連結会社以外の会社の銀行借入に対する

債務保証

コスモ近畿㈱ 200百万円

※３　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産

建物 696百万円

　　　　担保付債務

預り保証金 1,091百万円

預り敷金 70百万円

　(固定負債「その他」に含む)

※３　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産

建物 710百万円

　　　　担保付債務

預り保証金 1,131百万円

預り敷金 70百万円

　(固定負債「その他」に含む)

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額

は次のとおりである。

給料及び手当 445百万円

賞与引当金繰入額 163百万円

役員賞与引当金繰入額 60百万円

貸倒引当金繰入額 21百万円

※２　建材事業の整理に伴い発生する損失であり、主

な内訳は次のとおりである。

事業整理損失引当金繰入額 115百万円

固定資産除却損 53百万円

貯蔵品処分損 36百万円

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額

は次のとおりである。

給料及び手当 222百万円

賞与引当金繰入額 105百万円

役員賞与引当金繰入額 30百万円

貸倒引当金繰入額 12百万円

※２　建材事業の整理に伴い発生する損失であり、主

な内訳は次のとおりである。

事業整理損失引当金繰入額 115百万円

固定資産除却損 53百万円

貯蔵品処分損 36百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,304百万円

現金及び現金同等物 5,304百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 69,083,597

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 161,822

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 344 5 平成20年３月31日 平成20年６月12日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項なし。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ているが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

はない。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はない。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

　

　対象物の種類が通貨関連のデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなってお

り、かつ、当該取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる。

　

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引

　売建 1,224 ― 1,161 62

合計 1,224 ― 1,161 62

(注) １　時価の算定方法

　為替予約取引……時価は取引先金融機関から提示された価格に基づき算定している。

２　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いている。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
鉄道車両
関連事業
(百万円)

建材
関連事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 17,464 594 186 247 18,493 ― 18,493

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 11 9 20 (20) ―

計 17,464 594 197 256 18,513 (20)18,493

営業利益(△は営業損失) 2,664△ 85 162 △ 17 2,725 (371)2,353

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業区分の主な製品等

　(1) 鉄道車両関連事業……各旅客鉄道会社(ＪＲ)向客電車、公私鉄向各種電車、輸出用客電車、車両保守部品

　　　　　　　　　　　及びメンテナンス他

　(2) 建材関連事業…………建築用ドアの製造修理

　(3) 不動産賃貸事業………不動産賃貸

　(4) その他事業……………アルミニウム合金の押出形材の製造・販売他

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計方針の変更　(1)」に記載のとおり、

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用している。

４　追加情報に記載のとおり、法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平

成20年４月30日　省令第32号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間から、機械装置について

耐用年数の変更を行っている。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
鉄道車両
関連事業
(百万円)

建材
関連事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

その他
事業
(百万円)

計
　

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 28,2331,375 368 549 30,526 ― 30,526

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 23 21 45 (45) ―

計 28,2331,375 392 571 30,571 (45)30,526

営業利益(△は営業損失) 3,795△ 87 323 △ 49 3,981 (722)3,258

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。

２　各事業区分の主な製品等

　(1) 鉄道車両関連事業……各旅客鉄道会社(ＪＲ)向客電車、公私鉄向各種電車、輸出用客電車、車両保守部品

　　　　　　　　　　　及びメンテナンス他

　(2) 建材関連事業…………建築用ドアの製造修理

　(3) 不動産賃貸事業………不動産賃貸

　(4) その他事業……………アルミニウム合金の押出形材の製造・販売他

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計方針の変更　(1)」に記載のとおり、

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用している。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べ

て、当第２四半期連結累計期間の「鉄道車両関連事業」について、営業費用は５百万円増加、営業利益は同額

減少し、「建材関連事業」について、営業費用は０百万円増加、営業損失は同額増加している。

４　追加情報に記載のとおり、法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平

成20年４月30日　省令第32号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間から、機械装置について

耐用年数の変更を行っている。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期

間の「鉄道車両関連事業」について、営業費用は32百万円増加、営業利益は同額減少し、「建材関連事業」に

ついて、営業費用は３百万円増加、営業損失は同額増加し、「その他事業」について、営業費用は２百万円増

加、営業損失は同額増加している。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本(百万円) 北米(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 13,466 5,026 18,493 ― 18,493

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

876 ― 876 (876) ―

計 14,343 5,026 19,369 (876) 18,493

営業利益 2,365 430 2,795 (442) 2,353

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　北米……アメリカ合衆国

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計方針の変更　(1)」に記載のとおり、

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用している。

４　追加情報に記載のとおり、法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平

成20年４月30日　省令第32号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間から、機械装置について

耐用年数の変更を行っている。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本(百万円) 北米(百万円) 計(百万円)
消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 21,585 8,940 30,526 ― 30,526

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,249 ― 1,249 (1,249) ―

計 22,835 8,940 31,775 (1,249) 30,526

営業利益 3,249 732 3,982 (723) 3,258

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　北米……アメリカ合衆国

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計方針の変更　(1)」に記載のとおり、

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会

　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用している。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べ

て、当第２四半期連結累計期間の「日本」について、営業費用は６百万円増加、営業利益は同額減少している。

４　追加情報に記載のとおり、法人税法の改正(減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平

成20年４月30日　省令第32号)による耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間から、機械装置について

耐用年数の変更を行っている。この結果、従来と同一の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期

間の「日本」について、営業費用は37百万円増加、営業利益は同額減少している。
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【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

北米 アフリカ アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 5,026 612 9,474 15,114

Ⅱ　連結売上高(百万円) 18,493

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

27.2 3.3 51.2 81.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米…………アメリカ合衆国

　(2) アフリカ……エジプト・アラブ共和国

　(3) アジア………中華人民共和国(香港)、アラブ首長国連邦

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

北米 アフリカ アジア 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 8,940 616 14,532 24,089

Ⅱ　連結売上高(百万円) 30,526

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

29.3 2.0 47.6 78.9

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２　各区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米…………アメリカ合衆国

　(2) アフリカ……エジプト・アラブ共和国

　(3) アジア………中華人民共和国(香港)、アラブ首長国連邦

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 372円16銭

 
１株当たり純資産額の算定上の基礎

１株当たり純資産額 371円58銭

 
１株当たり純資産額の算定上の基礎

純資産の部の合計額 25,649百万円

普通株式に係る純資産額 25,649百万円

普通株式の発行済株式数 69,083,597株

普通株式の自己株式数 161,822株

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

68,921,775株

純資産の部の合計額 25,616百万円

普通株式に係る純資産額 25,616百万円

普通株式の発行済株式数 69,083,597株

普通株式の自己株式数 143,634株

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数

68,939,963株

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 25円27銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存

在しないため記載していない。
 
１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 1,741百万円

普通株式に係る四半期純利益 1,741百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項なし。

普通株式の期中平均株式数 68,932,425株

　

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 19円38銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存

在しないため記載していない。
 
１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 1,335百万円

普通株式に係る四半期純利益 1,335百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

　該当事項なし。

普通株式の期中平均株式数 68,927,228株

　

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月12日

近畿車輛株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　乾　　　　一　　良　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　松　　本　　　　浩　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　浅　　野　　　　豊　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている近畿

車輛株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、近畿車輛株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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